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1． 研究の背景及び既存評価手法の調査結果 

我が国では戦後の高度経済成長期において道路や

鉄道設備などの社会基盤が次々と整備されてきたが、

現在ではこれら社会資本の多くが高齢化し更新・維

持管理の重要性が叫ばれている。資本の高齢化は社

会基盤の分野に限った問題ではなく、日本を代表す

る製造業の多くの業種においても同様の懸念が存在

する。2008 年の業種ごとの目的別設備投資の構成比

を図 1 に示す [1]。紙や繊維、鉄鋼など歴史の長い

業種ほど更新・維持投資の割合が大きい。また製造

業全体における維持補修投資額は 2007 年に 5.7 兆

円、設備保全費は 6.7 兆円と推計されている [2]。 

 
図 1 製造業における目的別設備投資構成比 

維持管理にこれだけ巨額の予算があてがわれる一

方で、経営陣にとっての保全活動の評価の困難さが

指摘されている [3]。その理由として第一に、保全

活動は設備の生産効率低下の防止または設備寿命の

延長を図るものであり、その性質上利益を生まず、

投資利益率に基づいた事業評価の俎上に乗らないな

ど、適切な評価方法が存在しないことが挙げられる。

また第二に、保全活動の効果は長期的に持続するた

め、資源投入量とその効果との関係が明確でないこ

とが挙げられる。評価が難しいということは、最適

な保全費を把握できないことに繋がり、結果として

保全活動への過尐・過剰な資源投入を引き起こす。

過尐な資源投入は設備の生産性低下や事故につなが

り甚大な損害を引き起こすリスクを伴うし、また過

剰な資源投入は他の事業機会を逃す危険性を伴う。

保全活動への最適な資源配分のための評価手法を確

立することは、経営にとって重要な課題であると言

える。 

保全活動の評価方法として現在実用に至っている

手法としては、アセットマネジメント [4]とリスク

アセスメント [5]が挙げられる。前者は保全の将来

的な価値が保全をするタイミングによって変わると

いう現象を金額として数値化している点で、長期的

効果の定量化を実現しているといえる。また後者は

リスクを定量的に比較し施策の効果を分析すること

ができる点で、利益を伴わない保全活動の効果の定

量化を実現しているといえる。しかしながらこれら

の取組みは、コストの最適化と保全活動の内部での

優先順位付けとが主目的の手法であり、最適な保全

活動への資源配分量を議論するために有用な定量化

手法であるとは言えない。よりマクロな視点から保

全活動の成果の定量化に取り組む研究も行われてい

るものの [6] [7] [8]、社会基盤分野の研究でありい

くつかの点で企業経営における保全評価に有用な手

法とは言えない。 

 

2． 本研究の目的とアプローチ 

本研究では 2 つの目的を掲げた。第一に、保全に

取り組む企業における保全活動の評価活動の現状を

調査・整理し、その問題点をあきらかにすることを

目的とする。この目的のもと、保全に対する取り組

みが進んでいると考えられる JR 東日本の活動につ

いての調査、プラント保有企業に対する保全に関す

る調査をまとめたメンテナンス実態報告書 [2]の分

析、また製造業で保全活動の評価に興味を示す数社

へのヒアリング調査、をそれぞれ行った。 

第二に、「保全活動への資源投入量」と「その成果」

を保全活動の実態に即して定義し、保全活動に対す

る経営者の意思決定に資する定量的評価手法を提案

することを目的とする。この手法により保全活動の

効果を巨視的な視点で把握することを容易にし、各

企業が保全活動への適切な資源投入量を議論するた

めの土台となることが期待される。ただし、あくま

で経営判断に資する評価手法を提供することが目的
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であり、経営判断自体に対して提言をするものでは

ない。 

本研究では保全活動の定義を、調査対象ごとに捉

えて分析を行う。具体的には安全対策投資活動、ま

たは保全活動（維持更新投資と日々の保全活動を合

わせたもの）を本研究における保全の定義とした。 

 

3． 各企業における定量評価に関する調査 

■JR 東日本における保全活動の定量評価 

JR 東日本を調査したのは、保全活動に対する取り

組みが特に進んでいると考えたからである。その根

拠は１）多くの社会インフラを抱えていること、２）

成熟し新設から保全への転換が過去の早い段階で既

に行われたこと、３）実際に多額の対策費をかけて

いること、である。JR 東日本における保全活動は

日々の保全活動と維持・更新投資を含む安全投資活

動とに分けられるが、データ取得可能性等を考慮し、

今回の調査では安全投資の評価方法を中心に調査を

行った。図 2 に JR 東日本における安全対策費と事

故件数の推移 [9]を示す。数百億円という巨額の投

資が年々増加し、一方で事故件数が減尐し、近年は

下げ止まっている傾向が読み取れる。 

 
図 2 JR 東日本の安全投資額と事故件数 

安全投資は様々な整備活動に振り分けられている

が、この投資配分はリスクアセスメント手法などを

用いて決定されている [9]。ある特定の事故への対

策の重要度を決定する指標として、その事故の発生

頻度と事故が発生した時の被害の大きさとを数値化

したものを用いることで、対策同士を比較し優先順

位づけをしているのである。これは安全投資内での

相対評価に特化しているという点で、経営的という

よりは安全投資に限った実務的な投資配分基準であ

る。また以下の JR 東日本の担当者に対するヒアリ

ング調査結果が、全予算枠からの安全投資への経営

的な予算配分プロセスを説明している。 

安全投資への予算配分は『減価償却費の約半分』と

いう基準で決定されている。この方法には様々な問

題点がある。最適な投資額だと考えて金額を決めて

いるのかといわれるとそうではなく、むしろ安全対

策は絶対にやるべきなのでやっている、という状況

である。つまり維持管理活動を含め JR 東日本にと

って安全対策やその投資額は、経営陣の安全に対す

る『ポリシー』によって決定されている面が大きい 

（ヒアリングより） 

安全対策に巨額を投資する JR 東日本でさえも、

明確な配分手法を確立しているわけではない。安全

に対して確固としたポリシーを持ち、巨額な安全投

資を経営陣の理念が支えているからこその、JR 東日

本独特の取組み方である。 

■メンテナンス実態調査報告書 [2]の分析 

メンテナンス実態調査報告書は、1992 年から社団

法人プラントメンテナンス協会 [11]が毎年実施し

ている製造業の会員企業を対象とした調査をまとめ

たものである。企業における保全活動の実態を知る

ための非常に貴重な情報源である。 

表 1 に保全予算の決定形態に関するアンケート

結果（複数回答）を示す。約 4 割の企業で、保全予

算は経営陣により大枠が設定されているようである。

また前年度実績に沿う、現場要求よりも経営側が優

先する、といった回答が約 30%と後に続く。そして

現場要求との議論による予算策定は約 27%であっ

た。これは経営陣によるトップダウンの決定よりも

幾分合理的ではある。 
表 1 保全予算決定形態 

しかし、今まで保全活動を担ってきた人材の絶対

数と能力の不足が叫ばれている。表 2 に保全活動で

の課題に関するアンケート結果（複数回答）を示す。

実に 85%もの企業が保全の人材不足を課題として

抱えていることが分かる。熟練者の減尐により、経

営側と現場との議論による予算策定の結果も、悪影

響を受けるだろう。客観的な保全の評価手法が必要

である。 
表 2 保全業務全体における重要課題 

項目（複数回答） ％ 

人材育成・確保（技術・技能） 85.1 

故障の再発・未然防止技術 61.8 

保全データの活用・分析 49.7 

高経年設備対応 47.3 

保全のマネジメント 44.6 

また図 3 に保全のための設備の重要度設定方法

を示す。殆どの企業が生産・品質への影響を考慮に

入れるのみで、保全の経営的重要性を考慮したリス

クアセスメントの考え方を用いているのは、わずか

11.3%の企業だけである。保全が現場中心で行われ
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予算は経営的な大枠に従い、保全方式や技術

はそれに合わせて運用する 
39.5 

維持・更新投資は対象とせず、保全費を前年

度実績とほぼ合わせる形で決定する 
31.4 

現場の技術的要求は工場経営に示すが、経営

的な大枠が優先する（勝る）ことが多い 
31.4 

工場経営の大枠と現場の技術的要求を工場経

営側と保全現場が対等の立場で議論し、中長期

および年次の保全予算が決定する 
26.8 
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ている現状を反映した結果だと考えられる。 

 
図 3 保全のための設備の重要度設定方法 

■保全活動の評価に取組む 3 社へのヒアリング調査 

保全の定量評価に関心のある 3 社へヒアリング調

査を行った。 

化学系メーカーA 社のヒアリング結果を示す。 

保全活動は目に見える利益を生まないため、予算

の策定段階での効果の合理的説明が難しい、という

課題を抱えている。保全効果の評価方法に関しては

調査中の段階である。保全の成果としてどんな指標

を評価するのかを重要な問題として認識している。

特に過去にさかのぼってみると保全費や保全への投

資といった会計上のデータは比較的容易に入手可能

であるが、設備の状態や保全によって変化する生産

性などの指標は収集が難しく、検証ができない。 

化学系メーカーB 社のヒアリング結果を示す。 

保全の評価の目的は経営サイドへの説明手段とい

う位置づけであるため、その評価指標が金額である

ことが望ましい。2 年前から保全をしないときに生

じるであろう「機会損失」の概念を導入し、関連デ

ータを収集している。この手法の有効性を検証し最

適な保全量を決定するためには、ある程度の期間で

機会損失のデータを取得する必要があり、またそれ

らの関係を考察する必要がある。現在、この取組み

をはじめて以降 2 年間分の保全費・機会損失額のデ

ータを取得完了している。この手法の検証にはさら

に数年を要する。 

石油石炭系メーカーC 社のヒアリング結果を示す。 

保全は、大量にお金をかけていいからとにかく故

障を減らすという時代から、効率化を優先する時代

となった。つまり経営サイドから提示されたキャッ

プが存在し、それに納める形で成果を出してゆく方

式である。そのような状況の中で保全活動の評価方

法が課題として挙がっている。機会損失の概念を用

いて、保全活動の成果を評価する取り組みを行って

いるが、まだ始めたばかりであるし、前例がない分

野なので、大変苦労している。またデータの収集の

問題もあり、過去にさかのぼっての取得はほとんど

不可能であり、この手法の検証には数年間のデータ

蓄積が待たれる。 

保全費を保全活動への資源投入量として捉えてい

るのは 3 社とも同じである。一方で成果については、

A 社ではまだ結論は出ておらず、B 社と C 社では共

に機会損失の概念を取り入れた同様の手法を実施も

しくは検討している。保全活動の成果を機会損失の

減尐分として指標化する試みは、成果を金銭価値で

評価できるという重要な特徴を持っている。B 社の

コメントによると、故障件数の減尐を経営サイドに

示しても反応は薄いが、機会損失が幾ら減ったとい

う報告には興味を持つ、ということである。金銭価

値は保全の実務に関わる部門と経営サイドとの両方

で使われている共通の単位であり、これを用いるこ

とで保全の評価は非常に説得力を増すのであろう。 

各社で保全評価の取組みを進めているものの、依

然確固とした手法はなく、また機会損失を用いた評

価も検証には時間を要する。現状で入手可能なデー

タを用いた評価手法の価値は高いと考えられる。 

 

4． 保全効果の持続・逓減モデル 

以上の調査を踏まえ、本手法では「保全活動への

資源投入量」を総保全費（維持管理費や保全費と呼

ばれる日々のコストと、維持更新投資とを合計した

支出額）または安全投資額（安全対策を主目的とし

た投資額）として定義した。また「保全活動の成果」

として総保全費に対する故障件数、もしくは安全投

資における事故件数を採用した。データの可取得性

がこれらの選択の主な理由である。 

本手法ではこれら投入額と成果との関係性を説明

するモデルを構築した。2 つの仮定に従い、総保全

費もしくは安全投資額を入力、故障件数もしくは事

故件数を出力とする関数を特定し、これにより総保

全費や安全投資額を変化させたときの故障や事故の

件数をシミュレートすることが可能になった。 

一つ目の仮定は「各年における保全活動への資源

投入量は、ある特定の分布に従い数年間に亘り効果

を発揮する」である。総保全費や安全投資は、それ

が計上された年度のみに効力を発揮するわけではな

く、その後数年間にわたり効力を持続すると考えら

れる。これら設備投資的な保全活動への支出が効果

を持続するという仮定は、会計上の減価償却の概念

と非常に近い。本研究では、保全活動への資源投入

量が従う「特定の分布形状」を具体的に 3 通り仮定

し、検証した。そのうちの一つである定率的分布の

例を図 4 に示す。各分布は変数を持っており、その

値によって様々な分布形状を取れる。 

 
図 4 定額的分布の例 

このように総保全費もしくは安全投資の効果はあ

る特定の分布に従って経年分配されると仮定するわ

けだが、その効果を「実質効果」と呼ぶこととする。
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設備の構成要素単位で故障モードをとらえ、故障によ
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各年の保全活動への資源投入量は特定の分布に従っ

て数年間に亘る実質効果に変換され、それらの実質

効果を足し合わせることにより、各年の保全活動に

おける実質的な効果が決定するのである。つまり、

ある年度の実質効果は、それ以前の各年度における

保全活動への資源投入量から特定の分布により決定

される実質効果を合計した値になるということであ

る。r =0.4 の定率的分布における総保全費と実質効

果の推移（仮想データ）を図 5 に示す。実質効果で

は総保全費の変動が平準化されていることが分かる。 

 
図 5 実質効果の算出 

二つ目の仮定は「保全活動への資源投入によって

もたらされる成果はその投入量と比例せず、保全活

動の効果は逓減する」である。つまり実質効果を過

剰に増やしたとしても、事故・故障件数の減尐は頭

打ちになるという事実を反映している。この関係を

図 6 に示す。これは事故・故障件数が負の値を取ら

ないことから明らかである。本研究では指数関数な

どの「逓減する関数」を 4 通り仮定し、検証した。 

 
図 6 実質効果と事故・故障件数 の関係 

 

5． 保全活動のマクロ的定量評価手法の検証 

実際のデータに適用することで検証を行った。す

なわち、以下の 3 つの疑問に対する答えを得た。１）

実際のデータが、本手法のモデルで説明可能か？２）

事故・故障件数を、投資額のみから妥当な精度で推

定できるか？３）使用する各関数に優劣はあるか？ 

JR 東日本の安全投資と事故件数の 22 年間分のデ

ータ [9]を輸送人キロ [9]あたりに調整し、また投資

額はさらに企業物価により調整したものを検証に用

いた。これを図 7 に示す。 

 
図 7 JR 東日本の事故件数と安全投資の推移（調整済） 

データの前半部分 11 年間を用いて、関数を用い

て投資額から計算される推定事故件数と実際の事故

件数との誤差が最小になるように、モデルで設定し

た各関数の変数を最適化した。最適化には

Excel2007 のソルバー機能を用いた。また最適化後

の最小化された誤差を 1u とした（これは実データに

対して推定事故件数が平均的に何%ずれているかを

示す指標である）。そしてその結果を用いてデータ後

半部分における誤差 2u を算出した。これにより推定

の精度を検証した。 

最も良い結果を得た関数の組み合わせにおいて、

1u の値は 5.7、 2u の値は 16.1 となった。本モデル

によって平均して約 6%の精度でデータを説明でき

ることが確認できた。また平均して約 16%の精度で

安全投資額から事故件数が推定可能であることが確

認された。推定結果を、事故件数のシミュレーショ

ン結果とともに図 8 に示す。1997 年以前のデータ

は最適化に利用したため、推定件数が実データと良

く一致するのは当然だが、1998 年以降でも良く一致

している。 2u は 1u に比べて大きいが、これは実デ

ータの変動に因る分が大きいのだろう。 

 
図 8 JR 東日本データ 推定とシミュレーション結果 

データ最終年度（2008 年）の安全投資額をそれぞ

れ１）維持、２）30%減、３）50%減、した場合の

将来の推定事故件数を点線で示してある。投資を減
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らした影響が遅れて現れること、また 3 割減と 5 割

減で事故件数増加量が大きく違う（すなわち保全効

果の逓減が再現されている）ことが確認できた。 

また使用する関数による違いは確認できなかった。 

 

6． 企業データへの適用と分析 

企業から 5 プラント 10 年間分のデータを提供し

て頂き、本手法を適用するとともにデータ間の比較

分析を行った。データは故障件数、総保全費で、そ

れらを作業件数、企業物価で調整したものを用いた。

10 年間で最適化した結果とシミュレーション結果

を図 9 に示す。守秘義務のためデータは正規化して

ある。最終年度の総保全費を１）維持、２）20%増、

３）20%減、した結果を点線で示した。推定事故件

数の挙動がJR東日本の結果と異なることが分かる。 

 
図 9 プラント 1 推定とシミュレーション結果 

またプラントごとに各年度の実質効果と故障件数

を方対数グラフにプロットしたものを図 10 に示す。

直線はモデルで仮定した指数関数を示す。指数関数

の係数は実質効果が 0 の時の故障件数、すなわち「潜

在的故障件数」を表している。また指数部分の係数

は、故障件数を一定割合減尐させるための実質効果、

すなわち「保全効率」を表している。 

 
図 10 実質効果と故障件数の関係 

これらの定量的指標を用いることで、以下のよう

な分析が可能となった。プラント 3 は潜在故障件数

が 20.9 と非常に大きいが、保全効率が 19.6 と高い

ため、実質効果が小さくても故障を十分尐なく抑え

られている。プラント 4、5では潜在故障件数は 8.2、

3.7 と小さいが保全効率が 3 程度と低いため、高水

準の実質効果の割には故障件数が多いようである。 

 

7． 結論及び今後の展望 

保全活動の重要性が増す一方で、その定量的評価

手法がいまだ確立されていないことを、実務者への

ヒアリングを含む調査を基に明らかにした。2 つの

仮定に立脚し保全効果の定量評価モデルを構築した。

実データによる検証を行い、ある程度の誤差の範囲

で事故・故障件数の推定が可能であることが分かっ

た。またシミュレーションや定量的分析が可能であ

ることを示した。 

効果の分布形状や逓減関数を長期間に亘り一定と

仮定している点など、本手法には多くの改善点があ

る。また 5 つのプラントの定量分析結果に対する検

証も必要である。保全の評価手法は殆ど研究がなさ

れていな分野であるし、保全に関する長期データが

整理された形で存在しないことは研究を進める上で

大きな障害である。手探りではあるが産業界との協

力により着実に検証を重ねる必要があるだろう。 
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